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夏 季 休 業 の お 知 ら せ 

令 和 ７ 年 度 会 報 N o . 3 

大 槌 商 工 会 

シーサイドタウンマスト 
町内のローソン、セブンーイレブン 
9:00～19:00  一回の購入で 1 人２冊まで 

追加枚数:全店舗合計 3000 冊  
販売価格や有効期限等に変更はありません。 

おおちゃん地元応援券（プレミアム付商品券）  販売決定 

商 品 券 
販売場所 

追 加 
8/8(金)より販売開始 

 オ ウ 企 画 
内 装 業 

大 槌（源水） 

阿 部 工 業 
建 築 業 

 大ケ口 

食処 居酒屋 おおとら 

飲 食 業 

大 槌（沢山） 

Happiece
ハ ピ ス

 Coffee
コ ー ヒ ー

 

飲 食 業 

釜 石（鵜住居） 



 

大槌商工会 ＴＥＬ：0193-42-2536  



 

 

 



 

～所属労働者が特定の工事現場に付随しない業務を行う場合は 
事務所等の労災保険（継続事業）を成立させる必要があります～ 

建 設 業 の 事 業 主 の 皆 さ ま へ 

➤ 原則、元請事業が関連しておらず、かつ、有期事業にも該当してないことが前提で
す。具体例としては以下の①～④の業務等が該当します。 

① 土場・資材置き場等での整理作業（※）や所属事業場施設内での作業 
② 見積書作成のため取引先への現場状況確認 
③ 事業として行わない防災対策作業や災害復旧作業、除雪作業 
④ 所属事業場の修繕作業  等 

（※）土場・資材置き場等での整理作業には、型枠、重機、電動工具等の清掃、整理整頓、メ
ンテナンス作業等があります。 

◇ 特定の工事現場に付随しない業務 とは… 

① 事務職の労働者を雇用していない場合でも建設業務従事者が「特定の工事現場に付
随しない業務」に従事する見込みがある場合は、保険関係の成立が必要です。（既に事
務所等の労災保険を成立している場合は保険料の算定方法（下記④）に留意してください。） 

② 適用単位（事業場）は、原則、当該建設事業場（事業主）の事業所所在地となります。
（ただし、組織的に独立した事業が他にある場合を除きます。） 

③ 適用業種については主たる業態により判断されます。 
④ 保険料の算定にあたっては「特定の工事現場に付随しない業務」に従事した部分の

賃金額を算出し、算定基礎に含めてください。 
※「特定の工事現場に付属しない業務」に従事した部分の賃金額は根拠となる資料（出勤簿、
出面等）等を基に算出してください。根拠となる資料がない場合は、実態等から当該作業の
日数、時間数を推算し、これに応じた賃金額を算出してください。 

◆ 事務所等の労災保険 に関する留意点について… 

〈参考〉 
有期事業と事務所等（継続事業）の労働保険料の労災保険分の区分例 

元請A社の工事現場にかかる業
務（注）を下請 B 社の労働者が
B 社の資材置き場で行った場合 

当該作業に要した日数、時間に応じた賃金額を算出しＡ社の「有
期事業」の保険料の算定基礎に含める。 
（ただし、請負金額で保険料を算定する場合を除く） 
（注）元請の工事現場にかかる業務でも製作、加工の業務を行った際の
賃金額については「事務所等」の保険料の算定基礎に含める場合がある
ことに留意する。 

C 社労働者が特定の工事現場に
付随しないC社内の倉庫整理を
行った場合 

当該作業に要した日数、時間に応じた賃金額を算出し C 社の「事
務所等」の保険料の算定基礎に含める。 

D 社労働者が顧客からの依頼に
より見積書を作成した場合 

当該作業に要した日数、時間に応じた賃金額を算出し D 社の「事
務所等」の保険料の算定基礎に含める。 

E 社労働者が台風被害を受けた
自社の復旧作業を突発的に行
った場合 

当該作業に要した日数、時間に応じた賃金額を算出し E 社の「事
務所等」の保険料の算定基礎に含める。 
（ただし、事業として行っている場合は除く） 

F 社労働者が自社の倉庫の外壁
塗装作業（工期の定めはなし）
を他の業務の合間を利用して
行った場合 

当該作業に要した日数、時間に応じた賃金額を算出し F 社の「事
務所等」の保険料の算定基礎に含める。 
（「建設の態様」となる事業であっても工期の定めがない場合等は「有期
事業」に該当しない場合があることに留意する） 
  

④ 
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